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研究成果の概要（和文）：災害に対して脆弱性が高いと考えられていた太平洋島嶼は、高い災害対応力も合わせ持って
いることが明らかになった。その要因は、伝統社会のなかで家族やコミュニティの結びつきが強いという「社会構造」
、自然との共生という人々の「生活様式」、住民自身の「危険察知と避難」、そして「啓発・教育」という四つがあげ
られる。
一方で課題としては、都市部での災害被害の拡大があげられ、開発パートナーには、都市計画や、構造物対策、気象観
測と予警報能力の向上への協力が求められる。
災害に関する国際協力は、先進国から開発途上国に向けた一方通行ではなく、お互いに教訓を学び合う関係性のなかで
なされるべきものである。

研究成果の概要（英文）：Pacific Islands are thought as the most vulnerable countries against natural 
disasters in the world. However, they show coping capacity with disasters when they are affected. The 
major factors of the capacity are; "Social Structure" which binds families and communities in the 
traditional society, "Life Style" which copes with natural environment, "Sense of Risk and Evacuation" 
which saves lives of people affected, and "Disaster Awareness and Education."
Increase in damages and loss in urban areas is the major challenge. Development partners are required to 
support their urban planning, construction of structural measures, capacity development of weather 
observation and early warning.
International Cooperation of Disaster Risk Reduction should not be one-way traffic from the developed to 
the developing, but it should be a bilateral learning process of lessons learned.

研究分野： 国際防災協力
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１．研究開始当初の背景 
 研究対象である太平洋地域の島嶼国は、我
が国と同様に収束型プレート境界に位置す
ることから、沿岸域で発生する地震、津波に
頻繁に遭遇している。また、熱帯低気圧によ
る風雨と高潮による被害も毎年のように受
けており、近年は気候変動による被害拡大が
懸念されている。国家としての規模が小さい
こともあり、各国の災害に対する構造物対策
や予警報システムは日本とは比較にならな
いほど未整備で、また災害対応に当たる政府
機関の人員やキャパシティも限定されてい
る。さらに、被害を受けても狭小で隔絶され
た国土には外部からの支援が届きにくい。 
 しかしながら、近年この地域で発生した津
波災害や巨大熱帯低気圧による犠牲者数は、
災害の規模に比べて極めて小さい。このよう
に災害に対して脆弱な条件が揃った中で、構
造物に頼らず災害による人的被害を軽減し、
また被災住民が迅速に生活復興を遂げてい
る太平洋島嶼国の災害対応力については、こ
れまでほとんど研究がなされておらず、その
優れた知見は埋もれていた。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究は、これまで検証がなされてい
なかった、太平洋島嶼国における災害に対す
るレジリエンスについて調査を行い、その知
見を収集・分析し広く共有することで、島嶼
国をはじめとする開発途上国および我が国
の防災力向上に貢献することを目的として
いる。 
（2）太平洋島嶼国における災害対応を支え
ているのは、コミュニティ、住民等草の根レ
ベルの災害対応能力・復元能力、行政と住民
のリスクコミュニケーション、人的被害軽減
に特化した防災教育であると仮定される。こ
のような仮定をもとに、実際に大規模な災害
が発生した地域での現地調査を行い、社会構
造や生活様式がどのように災害時の対応お
よび復興活動において機能したのかを解析
し、その知見を広く共有する。 
（3）本研究の成果をもとに、太平洋島嶼国
での災害対応について優良事例を論文等で
発表するとともに、太平洋・島サミットに関
連する国際会議等を通じて、太平洋島嶼国各
国政府関係者および国際援助関係者に対し
て提言を行う。 
（4）本研究により得られる太平洋島嶼国に
おける災害被害軽減と災害対応の教訓は、研
究グループによる大学での講義を通じて日
本国内での防災教育に活用する。 
 
３．研究の方法 
太平洋島嶼は地理的、地形的な特徴から自

然災害のハザードが多く、一方で社会基盤が
未整備な上に大海により隔絶されているこ
とから、自然災害リスクが極めて高い国々で
あることが国際社会により認識されている。
（表１） 

 
表 1 自然災害リスクの高い国 

順位 国名 

1 バヌアツ 

2 フィリピン 

3 トンガ 

4 グァテマラ 

5 バングラデシュ 

6 ソロモン諸島 

7 コスタリカ 

8 エルサルバドル 

9 カンボジア 

10 パプアニューギニア 

国連大学 WorldRiskIndex より作成 
（下線は太平洋島嶼国） 

 
本研究では、近年太平洋島嶼地域で発生し

た大規模災害である津波（2008年および2013
年、ソロモン諸島）やサイクロン（2015 年、
バヌアツ）の被災地について現地踏査を行い、
被害を受けた地域の物理的な被害の状況や
地理的条件を確認し、また被災者や被災コミ
ュニティのリーダー、そして政府関係者への
聞き取りを行った。また、これらの国々に加
えてサモア、トンガなどについても文献調査
を行った。各国の防災施策については、太平
洋・島サミット招へい事業によって来日した
各国政府関係者からもヒアリングした。あわ
せて、日本国内の島嶼地域およびアジア地域
の自然災害被災地について、現地調査や先行
研究もとに太平洋島嶼との比較を行った。こ
れらを通じて災害被害の発生状況や政府の
防災体制、社会状況などを把握し、島嶼国に
の脆弱性とともに、島嶼社会特有のレジリエ
ンスについて考察を行った。 
 
４．研究成果 
（1）太平洋島嶼は災害に対して脆弱性が高
いといわれながらも、自助、共助による強い
対応力も合わせ持っていることが明らかに
なった。これらの国々は行政のキャパシティ
が限定されるため、災害時の「自助、共助、
公助」のうち、公助がきわめて脆弱で、加え
て海外からの支援－外助についても、隔絶さ
れた島嶼部という地理的制約により限定さ
れる。しかしながら、そのような隔絶された
狭小な島において、住民自身が自らの身を守
るとともに、近親者や近隣地域住民同士の協
働、そして教会を中心とする互助関係により、
被害を免れる、あるいは被害の拡大を防ぐこ
とができた。 
（2）現地調査により、以下のような社会的
な特徴や取組が、災害被害軽減に有効であっ
た。 
・ 伝統的手法による農業、漁業を主な生業

として、伝承や経験を通じて自然現象に
ついて熟知していること。 

・ 自給自足に近い経済で外部への依存が少



 
図 1 シェルター兼用倉庫 

（研究代表者撮影） 

 
図 2 サイクロン・トラッキング・

マップ 
（研究代表者撮影） 

ないこと。 
・ 古くより行われてきた食料備蓄や、強風

など極端な気象条件に強い伝統的なシェ
ルター兼用倉庫（図 1）の利用が現在も
継続していること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ コミュニティの紐帯が強く、相互扶助の
システムが機能していること。 

・ 伝統的な統治システムによりコミュニテ
ィ・リーダーが権威を持ち、その指示に
住民が従っていること。 

・ 公的機関のキャパシティが小さい中、住
民自身、地域コミュニティ、教会や NGO
など行政以外のアクターが役割を明確に
して災害対応を行っていること。 

・ 東日本大震災など災害のビデオの視聴や
避難路の確認などの防災教育が、地方や
離島部でも行われていること。 

・ リスクコミュニケーションの手段がラジ
オなど簡易なものに限定る中、サイクロ
ン・トラッキング・マップ（図 2）を使
った低気圧進路の把握など、限定された
条件下での被害軽減の工夫がなされてい
ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）災害に対して脆弱性が高いと考えられ
ていた太平洋島嶼は、一方で、自助、共助に
よる強い対応力も合わせ持っていることが
明らかになった。その要因をまとめると、伝
統社会のなかで家族やコミュニティの結び
つきが強いという「社会構造」、自然との共
生という人々の「生活様式」、住民自身の「危
険察知と避難」、そして「啓発・教育」とい
う四つの点があげられる。 
（4）太平洋島嶼国での防災の課題としては、

都市部での災害被害の拡大があげられる。ア
ジア諸国などと同様、太平洋島嶼でも経済発
展に伴い首都を中心とする都市部への人口
流入が顕著である。一方で太平洋島嶼地域に
特有の伝統的土地所有制度は都市部におい
ても強く残っていて、外部からの移住者は土
地の所有や利用に大きな制限がある。特に都
市に就業機会を求めて流入してきた貧困層
は、必然的に河川敷や氾濫原、海岸部などに
居住せざるを得なくなっている。また、都市
住民の間ではコミュニティの結びつきは希
薄で、災害に関する伝承もないことから、災
害の被害が都市部に集中する傾向が見える。
加えて、都市住民はサービス業に従事する者
が多く、被災後の自立的な生活再建が難しい。 
（5）都市は人口だけでなく経済的な集積も
大きいことから、人的、経済的被害の軽減の
ための対策の拡充が課題となっている。都市
部での災害被害を軽減するためには、ハザー
ドの大きな場所での居住を制限する都市計
画や、構造物対策が欠かせない。また、気象
観測と予警報能力の向上なども課題であり、
これらは日本を含む開発パートナーによる
協力が求められる分野である。 
（6）上述の研究成果をもとに、太平洋・島
サミットの関連行事、シンポジウム等におい
て、防災・気候変動分野での取り組みについ
ての提言を行った。また、太平洋島嶼での防
災教育や地域コミュニティに根ざした自主
的な復興の取り組みを教材として、研究チー
ムでは教職を希望する学生を中心に防災教
育活動を行っている。 
（7）日本は災害経験を繰り返すなかで、人々
の間で様々な教訓や伝承が伝えられ、また行
政が災害への対応経験を積んできた。一方で、
大都市圏を中心に経済と人口の集積が進み、
都市住民の間でコミュニティのつながりは
希薄となり、また高度なインフラに社会と個
人が過度に依存していることが、かえって災
害への脆弱性を高め抵抗力を失わせている
ことも、東日本大震災を通じて明らかになっ
た。これらは太平洋島嶼で見た災害対応力の
裏返しとも言える。 
（8）どれほど早期警報システムや防潮堤な
どの構造物による災害対策が進められても、
避難行動に移らなければ被害は防ぐことは
できない。地域の実情にあった実践的な防災
教育や、コミュニティの紐帯が生み出す災害
への対応力の高さは、むしろ太平洋島嶼国か
ら先進国が学ぶべき点でもあろう。災害に関
する国際協力は、先進国から開発途上国に向
けた一方通行ではなく、お互いに教訓を学び
合う関係性のなかでなされるべきものであ
る。 
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